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１ はじめに 

 

（１）計画の位置づけ 

「第２次鶴岡市農業・農村振興計画（つるおかアグリプラン）」は、2019（令和元）

年度から 2028（令和 10）年度までの 10年間の本市の指針となる「第２次鶴岡市総合

計画」の農業部門の計画を実現していくための具体的な取組みをまとめたアクション

プランとして策定する。 

 

（２）計画期間 

本計画は、2019（令和元）年度から 2023

（令和５）年度までの５年間を計画期間と

する。 

 

（３）推進体制と進行管理 

本計画は、農業者や農業団体、関係機関、

行政等が一体となって推進していくため、

鶴岡市農業振興協議会において策定する。 

また、本計画の実施状況は、毎年度、同

協議会に報告し、より効果的な推進に向け

た評価・検証を行い、必要に応じて見直し

を行う。 

さらに、本計画の実施にあたっては、農

業者や農業関係者が共通認識を持ち、加え

て多くの市民の理解や共感のもとで進める

必要があるため、本計画や取組状況について積極的な情報発信に努める。 
  

■計画期間 
 
 
 
 
 
 
 
          平成 23 年度 
 
 
 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 21年度 
 
 
 
第１次 
鶴岡市総合計画 

（10年間） 
 
 
 
平成 30年度 

平成 23年度 
つるおかアグリプラン 

（４年間） 
 
平成 26年度 
 

平成 27年度 
つるおかアグリプラン

[後期プラン]（４年間） 
 
平成 30年度 

令和元年度 
第２次 
つるおかアグリプラン 

（５年間） 
令和５年度 

令和元年度 
 
 
第２次 
鶴岡市総合計画 

（10年間） 
 
 
令和 10年度 

 

■推進体制と進行管理 
 

会 長 鶴岡市長 

副 会 長 JA 鶴岡 代表理事組合長、 

JA 庄内たがわ 代表理事組合長 

構成団体 鶴岡市、山形大学農学部、市農業委
員会、農業協同組合、農業共済組合、
土地改良区、農業士会、農業生産組
合長連絡協議会、認定農業者会議、
RC・CE 連絡協議会、農業協同組合
青年部、農業協同組合女性部、鶴岡
米穀商業協同組合、農地利用集積円
滑化団体 

事 務 局 市農政課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

鶴岡市農業振興協議会す 
 

・計画の策定 

・計画の実施評価・検証 

・計画の見直し 

 
 
 

計画の実施状況を報告 

 

１ はじめに 
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２ 基本構想 
 

■総合計画基本構想 

「人が集い新しいことにチャレンジできる、魅力ある農山漁村を形成し、豊かな食

文化を支える農林水産業の生産拡大と所得向上を実現します」 
 

これまで守り育ててきた自然や食文化を支えてきた基幹産業である農林水産業を維

持・発展させていくため、生産拡大と所得向上を目指して、市外から多くの人を呼び

込み、夢と希望を持って新たなチャレンジに取り組める魅力ある農林水産業と活力あ

る農山漁村を形成していく。 

 

（１）農業の発展を支える人材の育成・確保 

・新規就農者のさらなる確保に加え、地域農業をリードする経営感覚をもった農業

経営者や年間を通じた雇用の受け皿となる企業的な経営体を育成する。また、生

産を支える多様な働き手（労働力）の確保に取り組む。 
 

（２）農業の生産拡大と所得の向上 

・米生産の収益性の向上や園芸作物の生産拡大、農業生産と畜産との連携や生産、

流通、消費が地域内で循環する農業を目指す。 

・中山間地域では、地域の資源と特色を活かした永続できる農業経営を実現し、交

流人口の拡大による地域の活性化に取り組む。 
 

（３）農産物の販路拡大 

・ユネスコ食文化創造都市の強みを活かした農産物のブランド化と情報発信により

販売力の強化を図る。 

・農業の６次産業化や農商工観連携による付加価値向上と直売所や学校給食向けの

少量多品目の生産支援などにより地産地消を推進する。 
 

 
■全体的な数値目標  農業産出額 400億円の実現（令和 10 年） 
 

・平成 29年 313億円 (全国 27位、東北３位) 
        ↓ 
・令和 ５年 360億円 (全国 22位、東北２位に相当) 
        ↓ 
・令和 10年 400億円 (全国 15位、東北２位に相当) 

 

 現 状  
アグリプラン 

目標年 
 総合計画 

目標年 
 

 
2016 

(平成 28年) 
2017 

(平成 29年) 
… 

2023 
（令和 5年） 

… 
2028 

（令和 10年） 
 

 307億円 313億円  360億円  400億円  

 
※第２次鶴岡市総合計画の農林水産分野の基本構想（目標）をまとめたもの。 

  

２ 基本構想 
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３ 分野別の振興施策 
 
 基本構想に基づき分野別に「現状と課題」、「施策の方向」、「数値目標」、「具体的
な取組み」を記載した。計画期間は５年間であるが、「具体的な取組み」には、３ヶ
年の取組みを記載し、毎年度、内容を見直していく。 

 
                         頁 

   

（１）農業を支える人材の育成確保 ５ 
   
 ア 担い手の育成・確保 ５ 
   
 イ 雇用就農の受け皿となる企業的な経営体の育成 ８ 
   
 ウ 生産に必要な多様な労働力の確保 １０ 
   

（２）地域経済を支える農業生産の拡大 １２ 
   
 ア 水田農業の収益性の向上 １２ 
   
 イ 産出額拡大に向けた園芸品目の生産拡大 １５ 
   
 ウ 循環型農業の振興 １８ 
   
 エ 中山間地域・農村地域の活性化 ２１ 
   

（３）農産物の付加価値向上と販路拡大 ２４ 
   
 ア 農産物のブランド力の強化と販路拡大 ２４ 
   
 イ ６次産業化、農商工観連携の推進と地産地消 ２７ 

 

［分野別の振興施策 記載例］ 

 

[現状・課題] 

・◯◯◯◯◯◯◯◯。 

[施策の方向性] 
・◯◯◯◯◯◯◯◯。 

[数値目標] 

・◯◯◯◯◯ … ◯◯◯◯◯にする。 

現状 
2019 

（令和元年） 
2020 

（令和 2年） 
2021 

（令和 3年） 
2022 

（令和 4年） 
2023 

（令和 5年） 

 
△△△ 

(・・・・) 

 
△△△ 

 

 
△△△ 

 

 
△△△ 

 

 
△△△ 

 

 
△△△ 

 

※◯◯◯を数値目標とした 

[具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① ◯◯◯◯◯◯◯◯ 元 ２ ３ 

 ・ ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ ○ ○ ○ 

 ・ ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ － ○ ？ 

  

３ 分野別の振興施策 

取組状況を記載。 
・実施する   「○」 

・実施しない  「－」 

・未定。事業評価により事業実施の可否を判断「？」 

 

５年間で達成を目指す数値
目標を年度毎に記載。 

現状・課題、施策の方向性を記載。 

３ヶ年の具体的な取組み内容
を記載。（毎年度見直し） 
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（１） 農業を支える人材の育成・確保 

ア 担い手の育成・確保 

   

[現状・課題] 

・高齢化等の進行により基幹的農業従事者が年間 140名程度減少している一方、新規就農者

は年間 24名程度にとどまっており、特に域外や農外からの新規参入が少ない。 

・農家の子弟など地域内の後継者育成を強化していくとともに、域外や農外から新たに人材

を呼び込み、担い手として育成する必要がある。 

 

[施策の方向性] 

・新規就農者に加え、優れた経営感覚を持った農業者の育成や確保を図るほか、域内だけで

は離農する農業者の生産を担うことが困難なことから、域外や農外からの新規参入者を増

やし、若者や女性等の担い手の安定的な確保を図る。 

 

[数値目標] 

・新規就農者数を５年間の累計で 1.5倍にする。 

新規 
就農者数 

2014-2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

5 年間の 
累計 119 人 
(平均 24 人) 

 
累計 30人 

 

 
累計 61人 

 

 
累計 93人 

 

 
累計 136 人 

 

5 年間の 
累計 187 人 

（平均 37人） 

農業人材の確保のため、山形県新規就農者動向調査による新規就農者数を数値目標とした 

・新規参入者数を５年間の累計で２倍にする。 

新規 
参入者数 

2014-2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

5 年間の 
累計 35人 
(平均 7人) 

 
累計 9人 

 

 
累計 18人 

 

 
累計 27人 

 

 
累計 46人 

 

5 年間の 
累計 72人 

（平均 14人） 

農業人材の確保のため、山形県新規就農者動向調査による新規参入者数を数値目標とした 

・農業次世代人材投資資金の受給者数を 1.5倍にする。 

農業次世
代人材投
資資金の
受給者数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

40 人 
 

40 人 
 

40 人 40 人 50 人 60 人 

農業次世代人材投資資金（経営開始型）又は新規就農者育成総合対策（経営開始資金）の受給者数を数値目標とした 

・「食と農のビジネス塾」の受講者数を２倍にする。 

「食と農の
ビジネス塾」
の受講者数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5
年） 

21 人 
 

23 人 
 

25 人 30 人 35 人 40 人 

農業者の経営力向上のため、「食と農のビジネス塾」の受講者数を数値目標とした 

 
 
３ 分野別の振興施策 
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・農業研修拠点施設の研修生を確保する。 

研修生数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5
年） 

0 人 
 

0 人 
 

10 人 24 人 34 人 34 人 

鶴岡市立農業経営者育成学校「SEADS」の研修生数（定員 34人）を数値目標とした 

 

[具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 新規就農者の育成支援 ３ ４ ５ 

 ・ 新規就農者研修受入協議会を核にしたワンストップ相談窓口体制の維持

による就農相談しやすい環境づくり 
○ ○ ○ 

 ・ 新規就農アドバイザーの配置による新規就農者の営農計画の作成から農

業経営に対するフォローアップまで一貫した支援 
○ ○ ○ 

 ・ 新規就農者育成総合対策等の活用による就農前後の金銭的負担の軽減 

 
○ ○ ○ 

② 親元就農や新規参入者への支援強化 ３ ４ ５ 

 ・ 就農時の初期投資の軽減を図るため、新規就農者の多様なニーズに応え

る、つるおか新規就農者育成プロジェクト支援事業補助金によるオーダ

ーメイド型補助金や機械リース等により支援 

○ ○ ○ 

 ・ 市独自の農業研修奨学金の給付による若手農業者の研修支援 

 
○ ○ ○ 

 ・ 新規就農者の農地を確保するため、新規就農者支援型アグリランドバン

ク事業により支援 
○ ○ ○ 

 ・ 親元就農等の農業後継者を確保するため、経営継承の取組に対して補助

事業等の活用により支援 
○ ○ ○ 

③ 農業者の経営力の向上 ３ ４ ５ 

 ・ 若手農業者等の優れた経営感覚と販売ノウハウを養成するため、「食と農

のビジネス塾」等研修制度の機能強化 
○ ○ ○ 

 ・ 県農業支援センター等の専門家派遣制度の活用や農業団体等との連携に

よる生産技術・経営力強化に向けた指導の充実 
○ ○ ○ 

④ 新規就農者の働く場や生産技術習得の場の確保 ３ ４ ５ 

 ・ 大規模園芸作物団地の形成による就農及び生産技術習得機会の創出 

 
○ ○ ○ 

⑤ 域外や農外からの新規就農の促進 ３ ４ ５ 

 ・ SEADSを活用した農業人材育成研修の実施に向けて、経営に関する座学

や農場での実習など研修カリキュラムを充実 
○ 〇 〇 

 ・ SEADSの研修生を獲得するためのプロモーション活動等の実施 ○ ○ ○ 

 

 

３ 分野別の振興施策 
（１）農業を支える人材の育成・確保 

ア 担い手の育成・確保 
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  項目・内容 実施年次 

⑥ 女性農業者の育成 ３ ４ ５ 

 ・ 地域の担い手となる女性農業者を育成するため、県事業を活用し研修会

や交流会等を提供 
○ ○ ○ 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（１）農業を支える人材の育成・確保 
ア 担い手の育成・確保 
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イ 雇用の受け皿となる企業的な経営体の育成 

 

[現状・課題] 

・2015年農林業センサスによると常雇いを行っているのは 109経営体で、本市の全経営体

の 2.7％となっている。 

・雇用就農の形態は、新規就農者にとってリスクが少ないことから、雇用就農の受け皿とな

る高い生産力と安定した経営力を持つ企業的な経営体の育成が必要である。 

 

[施策の方向性] 

・独立就農に加え、就農時のリスクが少ない雇用就農を増やすため、安定した生産力や販売

力がある企業的な経営体を育成する。 

・農業用機械・設備の導入支援や農地の集積・集約の促進等により経営体の経営力の強化を

図る。 

 

[数値目標] 

・農業法人数を現状の 1.5倍にする。 

農業法人数 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

83 法人 
 

91 法人 
 

100法人 108法人 117法人 125法人 

企業的な経営体を育成するため、農地所有適格法人数等（農業委員会調べ）を数値目標とした 

・担い手への農地集積率を 85％以上にする。 

担い手への 
農地集積 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

80.3％ 
 

81％ 
 

82％ 83％ 84％ 85％ 

担い手への農地集積率の割合（農業委員会調べ）を数値目標とした 

・担い手への農地集約に新たに組織的に取組む集落、地域を年間３件以上にする。 

農地集約の 
新規取組数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

- 
 

1 件 
 

1 件 2 件 2 件 3 件 

担い手への農地集約に取組む集落、地域の数（農業委員会調べ）を数値目標とした 

 

  

 
３ 分野別の振興施策 

（１）農業を支える人材の育成・確保 
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 [具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

①  規模拡大や経営の多角化による経営安定支援 ３ ４ ５ 

 ・ 国県の補助事業等を活用した農業用機械・設備の導入支援による規模拡

大や経営の多角化の推進 
○ ○ ○ 

②  経営体の生産基盤の強化 ３ ４ ５ 

 ・ 規模拡大や作業効率向上のため、人・農地プランの見直しによる中心経

営体への農地集積・集約を促進 
○ ○ ○ 

③ 雇用就農の促進 ３ ４ ５ 

 ・ 農業法人等に対する「農の雇用事業」制度の活用促進による安定した雇

用機会の実現 
○ ○ ○ 

 ・ 雇用主のインセンティブとなる雇用機会の拡充につながる新たな支援制

度の検討 
○ ○ ○ 

④ 集落営農組織の育成や法人化、経営の安定化への支援 ３ ４ ５ 

 ・ 農業経営者サポート事業、農業経営法人化支援事業など県事業の活用促

進 
○ ○ ○ 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（１）農業を支える人材の育成・確保 
イ 雇用の受け皿となる企業的な経営体の育成 
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ウ 生産に必要な多様な労働力の確保 

 

[現状・課題] 

・今後、収益性の高い園芸品目の作付拡大を推進していくが、園芸品目は短期間に多くの労

働力を必要とするため、さらなる労働力不足が懸念されることから、地域農業を支える多

様な労働力の確保が重要である。 

 

[施策の方向性] 

・米から園芸品目への転換など、今後さらに多くの労働力が必要となることから、産業の垣

根を越えて労働力を融通する仕組みや都市部から労働力を呼び込むなど、従来の枠組みに

捉われない新たな施策によって、多様な労働力の確保を図る。 

 

[数値目標] 

・農作業の働き手として新たに掘起した人数を 50名以上確保する。 

新たに 
掘起した 

働き手の人数 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

- 
 

10 人 
 

 
20 人 

 
30 人 40 人 50 人 

農作業体験や研修会の参加者等から新たな働き手となる女性等を掘起し、その人数を数値目標とした 

・域外からの農作業体験ツアーの参加者を確保する。 

農作業体験 
ツアーの 
参加人数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

- 
 

100人 
 

200人 200人 - - 

域外から労働者確保するため、３ヶ年計画している体験ツアーへの参加人数を数値目標とした 

 

 [具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 産業の垣根を越えた労働力の融通 ３ ４ ５ 

 ・ 繁忙期の労働力を確保するため、潜在的な農業アルバイターを掘り起こ

し、労働力を融通する仕組みを検討 
○ ○ ○ 

② 潜在的な労働力の掘起し ３ ４ ５ 

 ・ 女性やアクティブシニア層などから即戦力となる人材を掘り起こすため

の農業体験・見学会、栽培技術講習会等の開催 
－ ○ ○ 

③ 農福連携の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 農福連携を推進するため、県の農福連携プロジェクトチーム等と連携し

た取り組みを実施 
○ ○ ○ 

 

 

 
３ 分野別の振興施策 

（１）農業を支える人材の育成・確保 
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  項目・内容 実施年次 

④ 域外からの労働力の確保 ３ ４ ５ 

 ・ 都市部から労働力を呼び込むための旅行業者と連携した繁忙期における農

作業体験ツアーの企画・実施 
○ － － 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（１）農業を支える人材の育成・確保 
ウ 生産に必要な多様な労働力の確保 

３ 分野別の振興施策 
（１）農業を支える人材の育成・確保 
ウ 生産に必要な多様な労働力の確保 
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（２） 地域経済を支える農業生産の拡大 

ア  水田農業の収益性の向上 

 

[現状・課題] 

・年々、米の消費量は減少しているが、近年は生産調整による需給バランスが確保され、米

価が安定している。また、「つや姫」や「雪若丸」はブランド米として、「はえぬき」は業

務用米として高い評価を維持している。 

・平成 30年産以降の米政策の見直しに対応しながら、稲作による所得を確保するために、

低コスト生産に向けた取組を強化する一方で、飼料用米や輸出用米などの非主食用米の生

産を拡大し、水田をフル活用していく必要がある。 

・ほ場整備率は 87.4％と高いが、大区画化率は低く、中山間地域を中心に未整備水田があ

ることや、オープン灌漑の圃場では、水管理等の労力が負担となっていることから、ほ場

の再整備の要望が高まっている。 

・施設面では、カントリーエレベーター等の老朽化が著しく、また、稼働率も低下しつつあ

るため施設再編等の検討が必要な時期になっているが、具体的な計画には至っていない。 

・転作では、平坦部では大豆、山間部ではそばの作付が多くなっているが、収穫時期の遅れ

や降雨の影響等により、品質・単収とも低く、その対策が必要である。 

 

[施策の方向性] 

・稲作による所得の維持向上を図るため、高品質な米の生産と需要に応じた作付けや品種誘

導により売れる米づくりを推進する。 

・農地の集約化や大区画化により作業効率の向上を図るとともに、水稲の低コスト栽培技術

の導入、共同乾燥施設の有効利用により生産コストの低減を図り、水田農業における収益

性を強化する。 

・人口減少や担い手不足に対応した生産性の高い水田農業の確立を図るため、関係機関、団

体と連携しながら、スマート農業の導入に向けた実践、実証を支援する。 

・転作において作付けの多い大豆やそばについても、生産性と品質の向上を図るため、団地

化や輪作を推進するとともに、新技術の導入や湿害対策の推進を図る。 

 

 [数値目標] 

・水稲の生産費を 1割削減する。 

水稲 10a 当の 
生産費 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

89,195 円 86,222円 84,735 円 83,248円 81,762円 80,275円 

省力化やコスト削減を図る指標として受委託料算定基礎となる水稲生産費の削減を数値目標とした 

  

 

 

３ 分野別の振興施策 
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・直播栽培面積を 1.3倍にする。 

直播栽培 
面積 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

635 ha 
 

660 ha 
 

680 ha 700 ha 820 ha 840 ha 

省力化やコスト削減を図る指標として直播栽培面積（需給調整資料）を数値目標とした 

・輸出用米の作付面積を２倍にする。 

輸出用米の 
作付面積 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

41.7 ha 
 

52 ha 
 

59 ha 66 ha 73 ha 80 ha 

水田フル活用の指標として輸出用米の作付面積（需給調整資料）を数値目標とした 

・大豆 10a当の収量を県平均＋30kgにする。 

大豆 10a 当 
の収量 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

県  145kg 
鶴岡 153 ㎏ 
県平均+8kg 

県平均+6 ㎏ 県平均+12㎏ 県平均+18㎏ 県平均+24㎏ 県平均+30㎏ 

土地利用型作物の振興の指標として大豆の 10a当り収量（作物統計）を数値目標とした 

・そばの 10a当の収量を県平均＋10kgにする。 

そば 10a 当 
の収量 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

県 31kg 
鶴岡 27㎏ 
県平均-4kg 

県平均+2 ㎏ 県平均+4 ㎏ 県平均+6 ㎏ 県平均+8 ㎏ 県平均+10㎏ 

土地利用型作物の振興の指標としてそばの 10a当り収量（作物統計）を数値目標とした 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
ア  水田農業の収益性の向上 



－ 14 － 

[具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

①  需要に応じた米の生産 ３ ４ ５ 

 ・ 米価の安定と所得を確保するため、生産者や農業団体等と連携し、米の

需給に応じた作付を推進 
○ ○ ○ 

 ・ 新たな販路を開拓し、水田をフル活用するため、輸出用米等の新規需要

米の生産拡大に対する支援 
○ ○ ○ 

② 生産コストの削減 ３ ４ ５ 

 ・ 多収や低コスト化、省力化に向けた新たな栽培技術の普及拡大を図るた

め、関係機関と連携した実証圃の設置と検討会の開催 
○ ○ ○ 

 ・ 生産コストの削減を図るため、ライスセンターやカントリーエレベータ

ーなどの共同利用施設を有効利用する取組などへの支援 
○ ○ ○ 

③  農地の基盤整備、集約化の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 作業効率の向上を図るため、県営水田農業低コスト･高付加価値化基盤整

備事業やかんがい排水事業等の基盤整備事業を実施 
○ ○ ○ 

 ・ 規模拡大や作業効率向上のため、人・農地プランの見直しによる中心経

営体への農地集積・集約を促進 [再掲] 
○ ○ ○ 

④ 生産性の高いスマート農業の実証支援と導入推進 ３ ４ ５ 

 ・ 低コスト生産を実現するスマート農業の普及促進を図るため、ＪＡ等が

実施する実践実証事業を支援 
○ ○ ○ 

 ・ スマート農業の普及促進を図るため、県や関係機関と連携した研修会や

セミナーを開催 
○ ○ ○ 

⑤ 土地利用型作物の振興 ３ ４ ５ 

 ・ 大豆の増収と高品質化を図るため、実証事業を通じた新技術の導入と産

地交付金の活用による団地化や輪作を推進 
○ ○ ○ 

 ・ そばの収量増大に向けて、湿害対策を強化するための実証圃を設置 

 
○ ○ ○ 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 

ア  水田農業の収益性の向上 
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イ 産出額拡大に向けた園芸作物の生産拡大 

 

[現状・課題] 

・平成 28年の市町村別農業産出額（推計値）は、本市が当面の目標としていた 300億円を

達成し、東北で３位、全国で 26位となっており、農業産出額の構成割合は、10年間で米

の占める割合が 57％から 43％に低下する一方、園芸作物の割合は 30％から 46％に増加し

ていることから、米主体から、園芸作物を主体とした生産構造への転換が進んでいる。 

・本市の基盤産業である農業を産業として維持・発展させていくためには、水田等を活用し

た収益性の高い園芸作物の生産拡大を図り、産出額の更なる拡大と複合的な農業経営の推

進による農業者の所得向上を目指していく必要がある。 

・冬期間の農業生産による所得の確保が課題となっており、近年、メディアからも注目され

ている「雪中軟白ねぎ」を砂丘地メロンやだだちゃ豆に次ぐ新たなブランド品目として育

成し、年間を通じた農業生産が行う周年農業のモデルを構築する必要がある。 

 

[施策の方向性] 

・収益性の高い園芸作物（枝豆やメロン、柿、ミニトマト、花きなど）のさらなる生産拡大

を図るとともに、収益性や市場ニーズが高く、地域特性を活かせる品目を選定し、戦略的

な園芸産地づくりを推進する。 

・生産基盤となる水田の畑地化などの土地改良事業を着実に進め、品質と収量の向上を図る

とともに、生産性の向上に向けた施設整備や機械導入を支援する。 

・地域特性を活かして重点的に生産拡大を図る品目として、ＪＡと連携して選定した「ミニ

トマト」、「枝豆」、「長ねぎ」、「アスパラガス」、「きゅうり」、「にら」の６品目の団地化を

推進する。 

・軟白ねぎなどの冬期間に農業所得を確保できる営農モデルを構築し、年間を通じて農業生

産が行えるよう支援する。 

 

[数値目標] 

・園芸作物の農業産出額を 1.2倍にする。 

園芸作物の 
農業産出額 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

140億円 
 

146億円 
 

152億円 158億円 164億円 170億円 

園芸作物の振興の指標として農業産出額(野菜･果実･花き)を数値目標とした 

・大規模園芸団地を延べ６団地形成する。 

園芸団地 
の形成数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

0 団地 
 

延べ 2団地 
 

延べ 3団地 延べ 4団地 延べ 5団地 延べ 6団地 

園芸作物の振興の指標として大規模園芸団地の形成数を数値目標とした 

 
３ 分野別の振興施策 

（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
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・軟白ねぎの作付面積を 1.7倍にする。 

軟白ねぎ 
の作付面積 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

7.2 ha 
 

8 ha 
 

9 ha 10 ha 11 ha 12 ha 

周年農業の推進に関する指標として冬期間に収入が得られる軟白ねぎの作付面積を数値目標とした 

  

[具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 転作田での土地利用型園芸作物の生産拡大 ３ ４ ５ 

 ・ 農業所得の維持拡大のため、産地交付金を活用して、園芸作物の生産拡

大を促進 
○ ○ ○ 

 ・ 意欲的な農業者が実施する規模拡大や多角化等の経営発展の取組みを促

進するため、国県の補助事業を活用して農業用機械・施設の導入を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 園芸作物の生産拡大の支障となる集出荷労力の削減を図るため、JAの行

う共選施設整備等の取組みを支援 
○ ○ ○ 

② 収益性の高い園芸産地の実現 ３ ４ ５ 

 ・ 地域特性に応じた園芸品目の生産拡大を推進し、産地の確立を図るため、

団地化計画を策定する重点６品目の園芸施設等の導入に対し、国県の補

助事業を活用して、市とＪＡが協調して支援 

○ ○ ○ 

 ・ 既存の園芸産地での生産を維持するため、老朽化した園芸施設の長寿命

化を図る資材導入に対し、市とＪＡが協調して支援 
○ ○ ○ 

 ・ 地域特性に応じた園芸品目の生産拡大を推進し、産地の確立を図るため、

団地化計画を策定する重点６品目で、市とＪＡが協調して国県の補助事

業に該当しない小型機械の導入に対して支援 

○ ○ ○ 

 ・ アスパラガスの産地再生に向けた新規作付け及び更新に対する苗、堆肥

への助成 
○ － － 

③ 水田の畑地化や汎用化の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 転作田における園芸作物の収量性や品質の向上を図るため、水田畑地化

等の基盤整備事業の事業化に向けた支援 
○ ○ ○ 

 ・ 県事業の採択要件に満たない小規模な排水対策等の基盤整備について、

市の単独補助事業により支援 
○ ○ ○ 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 

イ 産出額拡大に向けた園芸作物の生産拡大 



－ 17 － 

 

  項目・内容 実施年次 

④ 果樹産地の維持拡大 ３ ４ ５ 

 ・ 鶴岡市果樹産地構造計画に掲げる振興品目の生産の維持・拡大のため、

県・市・ＪＡが連携して新栽培技術等の実証を支援 
○ ○ ○ 

⑤ 通年の働く場と安定した所得の確保 ３ ４ ５ 

 ・ 年間を通じた農業所得の確保を図るため、冬期間の収入確保につながる

取組みに対して支援 
○ ○ ○ 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
イ 産出額拡大に向けた園芸作物の生産拡大 
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ウ 循環型農業の振興 

 

[現状・課題] 

・環境保全型農業直接支払制度に取組む農業者が多く、市が有機農産物の登録認定機関とな

っているなど、環境保全型農業の先進都市となっているが、その優位性を生かし切れてい

ないため、有機米・特別栽培米の作付割合は、平成 30年度で 37％にとどまり、有機農産

物の生産拡大も進んでいない。 

・米以外の園芸品目等にも有機栽培等を拡大していくためには、栽培技術の確立・普及に加

え、有機栽培等に欠かせない優良な堆肥を安定的に供給するため、堆肥センターの整備を

図る必要がある。 

・畜産における生産者の高齢化や担い手不足、また長期的な飼料価格の高騰や周辺環境対策

への負担などから、鶏を除き畜産農家数が減少している。 

 

[施策の方向性] 

・優良堆肥による土づくりを基盤に、有機栽培や特別栽培での生産拡大やＧＡＰの取組みを

促進し、消費者に信頼される安全で安心な農産物の生産体制の強化を図る。 

・農業者、実需者、消費者が連携し地域内で資源と経済が循環する「鶴岡版循環型農業モデ

ル」の確立を目指すとともに、広く市民に周知するための情報発信を行う。 

・将来に残すべき本市の豊かな自然環境を保全するため、国の支援制度を活用しながら、生

物多様性の維持を重視した農業生産と水田生態系の質的向上につながる取組みを推進する。 

・畜産は、国や県の事業を活用しながら生産性向上のための施設整備等により、経営規模の

維持・拡大と経営体質の強化を進める。 

 

[数値目標] 

・管内堆肥センターの堆肥供給量を 1.1倍にする。 

堆肥の 
供給量 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

8,972ｔ 
 

9,000ｔ 
 

9,200ｔ 9,400ｔ 9,600ｔ 9,800ｔ 

市で管理する堆肥センターの堆肥の供給量（農政課調べ）を数値目標とした 

・有機米・特別栽培米の作付面積を 1.3倍にする。 

 
2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

有機米の 
作付面積 

68 ha 
 

70 ha 
 

73 ha 75 ha 78 ha 80 ha 

特別栽培米 
の作付面積 

3,381 ha 3,611 ha 3,751 ha 3,900 ha 4,040 ha 4,190 ha 

有機・特別 
栽培米の 
作付割合 

37.2％ 
 

38.8％ 
 

40.3％ 41.9％ 43.4％ 45.0％ 

水稲の有機・特別栽培の作付面積（農政課調べ）を数値目標とした 

 
３ 分野別の振興施策 

（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
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・第三者認証ＧＡＰ取得数を２倍にする。 

ＧＡＰ取得数 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

5 
 
6 
 

7 8 9 10 

第三者認証のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ GAP、ｱｼﾞｱ GAP、JGAP、県 GAP取得数（農政課調べ）を数値目標とした 

・畜産の飼養頭数を拡大する。 

飼養頭羽数 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

牛:1,313 頭 1,320 頭 1,340 頭 1,360 頭 1,380 頭 1,400 頭 

豚:22,211 頭 22,300頭 22,500 頭 23,000頭 23,500頭 24,000頭 

鶏:291,713 羽 291,800羽 292,000 羽 292,300羽 292,600 羽 293,000羽 

規模拡大や効率的経営による飼養頭数の拡大（飼養頭羽数調査）を数値目標とした 

 

 [具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 優良堆肥の生産拠点としての広域堆肥センター整備 ３ ４ ５ 

 ・ 堆肥センターの整備を進めるため、プロジェクトチームによる良質堆肥

の生産、臭気対策等の課題を検討 
○ ○ ○ 

② 有機農産物等の生産拡大 ３ ４ ５ 

 ・ 有機農産物の生産を支援するため、登録認定機関による農産物認定認証

事業を継続 
○ ○ ○ 

③ 生物多様性の保全と環境負荷軽減に配慮した農業生産活動の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 生物多様性の保全や環境負荷の軽減に配慮した農業生産活動を推進する

ため、国の環境保全型農業直接支払交付金制度を活用し、夏期湛水や簡

易ビオトープの設置、有機栽培などの環境負荷の軽減に配慮した農業生

産に係る掛かりまし経費を支援 

○ ○ ○ 

 ・ 生物多様性の保全や環境負荷の軽減に配慮した農業生産活動を推進する

ため、県や市、農業団体等が実施した水田生態系調査等の情報を研修会

等の機会を通じて農業者に広く周知 

○ ○ ○ 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
ウ 循環型農業の振興 
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  項目・内容 実施年次 

④ 資源と経済が循環する「鶴岡版循環型農業モデル」の確立 ３ ４ ５ 

 ・ 地域内で資源と経済が循環する自給圏の確立を目指す「スマートテロワ

ール事業」の理解促進と協力支援を図るため、市民向けの周知イベント

を開催 

－ ○ ○ 

⑤ ＧＡＰへの理解促進と取組み気運の醸成 ３ ４ ５ 

 ・ 安全安心な農産物の生産に重要となるＧＡＰへの理解促進、取組拡大を

図るため、研修会の開催や情報発信の強化 
○ ○ ○ 

⑥ 循環型農業の情報発信と差別化や高付加価値化の強化 ３ ４ ５ 

 ・ 

 

本市の有機農産物や鶴岡版循環型農業の取組を市内外に情報発信し、消

費者・実需者の理解を深めるイベントを開催 
－ ○ ○ 

 ・ 鶴岡産有機栽培米の宣伝ＰＲのため、小中学校への学校給食有機米提供

事業を実施 
○ ○ ○ 

 ・ 有機農産物の販路拡大と有機農業の栽培技術の情報交換のため、自治体

間や民間企業とのネットワークを構築 
○ ○ ○ 

⑦ 畜産の振興 ３ ４ ５ 

 ・ 生産コストと労力の削減を図るため、庄内広域育成牧場への預託放牧を

支援 
○ ○ ○ 

 ・ 農家生産費負担を軽減するため、優良な乳牛および和牛の子牛生産や優

良な繁殖雌豚または乳用雌牛の導入を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 規模拡大や生産性の向上、経営の効率化等を図るため、国県補助事業を

活用した畜舎等の整備支援 
○ ○ ○ 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 

ウ 循環型農業の振興 
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エ 中山間地域・農村地域の活性化 

 

[現状・課題] 

・中山間地域では、不整形や小区画の農地が多く、農地集積による規模拡大やコストの削減

は困難であることから、地域の特性を活かした特色ある産地形成や収益力の強化が課題と

なっている。 

・今後、農業従事者の高齢化や担い手不足により、農道、水路等の維持管理が困難になり、

遊休農地の拡大や鳥獣被害の拡大が懸念されている。 

 

[施策の方向性] 

・農地や農道、水路、ため池などの農業施設の維持管理について、国の中山間地域等直接支

払交付金や多面的機能支払交付金を活用して、地域の共同活動による農用地、水路、農道

などの適切な保全管理を支援し、農業生産活動の維持・継続と農地の多面的機能の維持・

発揮を図る。 

・ニホンザルやクマの捕獲に加え、近年、生息数や被害エリアが拡大しているイノシシやニ

ホンジカの初期対策を進めるなど、鳥獣被害対策をさらに強化する。 

・地域の資源や特性を生かした付加価値の高い農業生産と農業を基点としたスモールビジネ

スの創出を支援し、中山間地域における地域コミュニティの維持と交流人口の拡大、地域

の活性化を図る。 

 

[数値目標] 

・鳥獣被害面積を鶴岡市鳥獣被害防止計画の目標値以下にする。 

鳥獣被害面積 

2013-2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
26.4 ha 

（5ヶ年平均） 
25.5 ha 24.5 ha 23.6 ha 22.6 ha 21.7 ha 

鳥獣被害に関する指標として、鳥獣被害面積を数値目標とした 

・鳥獣被害額を鶴岡市鳥獣被害防止計画の目標値以下にする。 

鳥獣被害額 

2013-2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
46,025 千円 

（5ヶ年平均） 
44,760千円 43,495 千円 42,230千円 40,965 千円 39,700千円 

鳥獣被害に関する指標として、鳥獣被害額を数値目標とした 

・中山間地域等直接支払制度における協定農用地の面積を維持する。 

協定農用地 
の面積 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
1,638 ha 

 
1,638 ha 1,638 ha 1,638 ha 1,638 ha 1,638 ha 

中山間地域等の農地保全に関する指標として、協定農用地の面積を数値目標とした 

 
３ 分野別の振興施策 

（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
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・新たな遊休農地※を発生させない。 

新たな 
遊休農地 
の面積 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
発生なし 

 
発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 発生なし 

優良農地の確保や有効利用に関する指標として、遊休農地の面積を数値目標とした 

・越沢三角そばの栽培面積を 1.6倍にする。 

越沢三角そば
の栽培面積 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
4.2 ha 

 
5.0 ha 5.5 ha 6.0 ha 6.3 ha 6.6 ha 

特産物の生産振興による地域活性化を図る指標として越沢三角そばの栽培面積を数値目標とした 

・焼畑あつみかぶの販売単価を 1.1倍にする。 

焼畑あつみか
ぶの販売単価 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
209円/㎏ 

 
210円/㎏ 220円/㎏ 230円/㎏ 230円/㎏ 230円/㎏ 

特産物の生産振興による地域活性化の指標として焼畑あつみかぶの販売単価を数値目標とした 

 

[具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 農村地域、中山間地域の特色を生かした地域の活性化 ３ ４ ５ 

 ・ 地域の特色を生かした活性化を推進するため、在来作物など地域の特性

を活かした農産物の生産、加工、販売や農業体験、農家民宿などスモー

ルビジネスを支援 

○ ○ ○ 

 ・ 月山ワインなど山ぶとうを活用した産業振興を図るため、販売促進や生

産に対する支援 
○ ○ ○ 

 ・ 山菜・菌茸類の生産拡大を図るため、種苗助成や県など関係機関との連

携による栽培技術研修の支援 
○ ○ ○ 

 ・ 「焼畑あつみかぶ」の販路拡大や生産振興を図るため、生産団体が行う

ＰＲや販売促進を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 「越沢三角そば」の栽培面積の拡大やそば文化継承、打ち手の育成、加

工品の開発を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 国内唯一となる絹織物の一貫工程を維持するため、桑園の整備や廃校を

活用した養蚕業を支援 
○ ○ ○ 

 

 
  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 

エ 中山間地域・農村地域の活性化 

※遊休農地：現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地。または、その農業上 

の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる農地 
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  項目・内容 実施年次 

② 鳥獣被害対策の強化 ３ ４ ５ 

 ・ 有害鳥獣による農作物被害を防止するため、被害防除・環境整備・捕獲

を総合的な被害防止対策として推進 
○ ○ ○ 

 ・ 鶴岡市鳥獣被害防止対策協議会が行う被害状況調査、有害鳥獣の捕獲、

追払い活動等を実施するため、活動経費を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 新たな実施隊員を確保するため、狩猟免許取得経費を支援 

 
○ ○ ○ 

 ・ 実施隊員の捕獲技術の維持、向上のため、隊員の活動主体となる猟友会

の運営費を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 農業者が実施する電気柵・防鳥ネットなどの被害防止対策を推進するた

め、その購入費等への支援 
○ ○ ○ 

 ・ 地域住民が主体となって行う被害防止活動を推進するため、その活動経

費を支援 
○ ○ ○ 

 

・ 猿被害の軽減を図るため、鳥獣忌避作物の効果を調査検証する事業を実

施 
○ － － 

 

・ SEADS と連携した鳥獣被害対策公開講座や、コミセン単位での地域研修

会等を継続して開催し、個々の対策から、地域ぐるみの対策の推進を図

る 

○ ○ ○ 

③ 農地の多面的機能の維持と発揮 ３ ４ ５ 

 ・ 農地の多面的機能の維持・発揮を図るため、国の多面的機能支払交付金

を活用し、地域の共同活動による農用地、水路、農道などの適切な保全

管理を支援 

○ ○ ○ 

 ・ 農地の荒廃を防ぎ、農業生産活動の継続を図るため、国の中山間地域等

直接支払交付金を活用し、農業生産条件の不利を補正するとともに、地

域の共同活動による農用地、水路、農道などの適切な保全管理を支援 

○ ○ ○ 

 ・ 農地や農業用施設を災害から守り、安心して営農できる環境を維持する

ため、排水機場や用排水路の改修を推進 
○ ○ ○ 

④ 農地の有効活用 ３ ４ ５ 

 ・ 農地の有効利用を図るため、利用調整の体制強化を進め、利用状況の把

握と耕作放棄地の発生を未然に防止する啓発活動を実施 
○ ○ ○ 

 ・ 農地の有効活用を図るため、地域の共同活動による農地保全の取組を推

進 
○ ○ ○ 

  

３ 分野別の振興施策 
（２）地域経済を支える農業生産の拡大 
エ 中山間地域・農村地域の活性化 
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（３） 農産物の付加価値向上と販路拡大 

ア 農産物のブランド力の強化と販路拡大 

 

[現状・課題] 

・本市は、日本初のユネスコ食文化創造都市であり、食に関する豊富な資源を有しているが、

少量多品目で生産規模が小さい農産物が多く、全国的な知名度がある農産物は、枝豆など

の産地化が図られている一部に限られている。今後、園芸大規模団地の形成などにより園

芸作物の産地化を進めていくことと並行して農産物のブランド力強化が求められている。 

・個別の農産物のブランド化や付加価値を高めるとともに、ユネスコ食文化創造都市を支え

る「鶴岡農産物ブランド」の確立を進め、販路拡大に繋げていく必要がある。 

 

[施策の方向性] 

・ユネスコ食文化創造都市及び食と農の景勝地の強みを生かし、農産物のブランド力を強化

することで、農産物の付加価値向上や他産地との差別化、消費者との信頼関係の構築を図

る。 

・鶴岡産農産物やその背景にある食文化の情報を積極的に発信し、鶴岡ファンの拡大や新た

な販路開拓を進める。 

 

[数値目標] 

・令和元年度にブランド戦略を策定する。 

ブランド 
戦略の策定 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
－ 
 

策定 － －   

つるおか産農産物のブランド化を推進するため、戦略策定を目標とした 

・本市を対象地域とするＧＩ登録数を３件にする。 

ＧＩ登録件数 
（累計） 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
0 件 
 

 
延べ 1件 

 

 
延べ 1件 

 

 
延べ 2件 

 

 
延べ 2件 

 

 
延べ 3件 

 

農産物のブランド化の指標としてＧＩ登録数を数値目標とした 

・在来作物の生産拡大や加工、種の保存などの取組件数を２倍にする。 

在来作物の生
産拡大等 
の取組件数 

2014-2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
2 件 

(直近 5年平均） 

 
延べ 4件 

 

 
延べ 8件 

 

 
延べ 12件 

 

 
延べ 16件 

 

 
延べ 20件 

(平均 4件） 

在来作物の生産拡大や加工、種の保存などに関する取組み件数を数値目標とした 

  

 
 

３ 分野別の振興施策 
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・農業者自身による販路拡大への取組件数を 1.5倍にする。 

販路拡大へ 
の取組件数 

2014-2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
3.4件 

(直近 5年の平均) 

 
延べ 5件 

 

 
延べ 10件 

 

 
延べ 15件 

 

 
延べ 20件 

 

 
延べ 25件 

(平均 5件） 

販路拡大の指標として商談会へ参加など農業者自身による取組件数を目標数値とした 

・輸出用米の作付面積を２倍にする。［再掲］ 

輸出用米の 
作付面積 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
41.7 ha  

 
52 ha 59 ha 66 ha 73 ha 80 ha 

水田をフル活用するための輸出用米の作付面積（需給調整資料）を目標数値とした 

 

[具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 鶴岡産農産物のブランド化の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 農産物や産地全体のブランド力の強化を図るため、農業団体や流通関係

者等による方向性や推進体制等を構築し、戦略的に高付加価値化を推進 
○ ○ ○ 

 ・ 市の独自認証制度に新たな基準を設け無農薬・無化学肥料などの野菜ブ

ランドの確立を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 他産地との差別化や知名度の向上を図るため、ＧＩや商標などの制度の

周知と新たな登録に向けた働きかけを実施 
○ ○ ○ 

 ・ 「焼畑あつみかぶ」の付加価値向上のため、生産者団体が行うＰＲや販

売促進活動を支援 
○ ○ ○ 

② 在来作物の高付加価値化 ３ ４ ５ 

 ・ 在来作物の種の保存や継承、生産拡大を図るため、市補助制度により生

産者団体等の取組を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 在来作物を市内外に広く周知するため、その希少性や背景について、Ｈ

ＰやＳＮＳ等による情報発信を強化 
○ ○ ○ 

③ 農産物や農業に対する理解の促進 ３ ４ ５ 

 ・ 地域農業や農産物の理解を促進するため、大産業まつり、新そばまつり、

月山ワインまつり等の農業に関するイベントを開催 
○ ○ ○ 

 ・ 次世代を担う子供達が水田の環境保全型機能を学習し、農業を学び体験

できる「有機栽培出前授業」や「田んぼの生き物調査」、「わんぱく農業

クラブ」を実施 

○ ○ ○ 

  

３ 分野別の振興施策 
（３）農産物の付加価値向上と販路拡大 
ア 農産物のブランド力の強化と販路拡大 



－ 26 － 

  項目・内容 実施年次 

④ 首都圏及び国内における新たな販路の拡大 ３ ４ ５ 

 ・ 消費者や市場関係者に対して知名度の向上を図るため、市とＪＡが連携

したトップセールスや物産展、販売促進のための情報発信等の実施 
－ ○ ○ 

 ・ 生産規模が小さい特産物など市場流通以外の販路開拓のため、首都圏の

飲食店を対象とした商談会や産地見学会等を開催 
－ ○ ○ 

 ・ 生産者や生産団体自らが販路拡大を図るための商談会への参加などに対

して、市の補助制度により支援 
○ ○ ○ 

 ・ 友好都市などの繋がりのある自治体と連携した農産物等のＰＲを実施 

 
○ ○ ○ 

 ・ 農産物等の新たな販路拡大を図るため、魅力あるふるさと納税返礼品の

造成に係る取組に対し支援 
○ ○ ○ 

⑤ 輸出に取り組みやすい環境整備 ３ ４ ５ 

 ・ 県やジェトロ山形、山形県国際経済振興機構等との連携によるサポート

体制を整備し、輸出に関する支援制度や商談会、研修会等の開催情報を

提供 

○ ○ ○ 

 ・ 海外への販路開拓を推進するため、海外バイヤーとの商談などの取組に

対して、市の補助制度により支援 
○ ○ ○ 

 ・ 香港やシンガポールなど東アジアをターゲットに米輸出等を拡大するた

め、県や JETRO山形を始めとした関係機関と連携した販路開拓の取組を

推進 

○ ○ ○ 

 

  

３ 分野別の振興施策 
（３）農産物の付加価値向上と販路拡大 

ア 農産物のブランド力の強化と販路拡大 
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イ ６次産業化、農商工観連携の推進と地産地消  

 

[現状・課題] 

・農産物加工などの６次産業化では、初期投資の負担が大きくなることから、農業者が少な

いリスクで６次産業化に取り組めるようソフト・ハード両面からの支援が必要である。 

・食品製造業では、商品の差別化を図るため原材料調達の地元志向が見られることから、マ

ッチング強化と食品製造業が求める農産物の供給体制整備が必要である。 

・旅館業や飲食業と連携した消費拡大や観光業と連携した農業体験の推進など多様な農商工

観連携を進める必要がある。 

 

[施策の方向性] 

・６次産業化や農商工観連携を推進するため、初期の芽出しから施設の整備、商品の販売ま

で発展段階に応じた支援を行い、新たな地域ビジネスを創出するなど、農産物の高付加価

値化を目指す。 

・少量多品目の生産を支援するなど、直売活動を促進する。 

 

[数値目標] 

・産直施設の販売額を 1.2倍にする。 

産直施設 
の販売額 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
11.4億円 

 
12.2億円 12.6億円 12.9億円 13.3億円 13.7億円 

農産物の地元消費拡大に関する指標として産直施設の販売額を数値目標にした 

・６次産業化の支援件数を 1.2倍にする。 

６次産業化
の支援件数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
8 件 

 

累計 10件 累計 20件 累計 30件 累計 40件 
累計 50件 

(平均 10 件） 

６次産業化に関する取組みへの市県補助制度による支援件数を数値目標とした 

・農業体験、観光農園、農家民宿の受入客数を 1.3倍にする。 

農業体験等 
の受入客数 

2017 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
17,500人 

 
18,500人 19,600人 20,600人 21,700人 22,700人 

ＧＴ関連施設利用状況等調査による観光農園、農業体験、農家民宿の受入数を数値目標とした 

  

 
３ 分野別の振興施策 

（３）農産物の付加価値向上と販路拡大 
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・学校給食での地元野菜の利用率を 1.6倍にする。 

学校給食の 
地元野菜 
の利用率 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
37.7％ 

 
45.1％ 48.9％ 52.6％ 56.3％ 60.0％ 

学校給食での地元産野菜の利用拡大の指標として利用率を数値目標とした 

・学校給食に納入する生産者や団体の数を 1.5倍にする。 

学校給食へ 
納入する 
生産者数 

2018 
現状 

2019 
（令和元年） 

2020 
（令和 2 年） 

2021 
（令和 3 年） 

2022 
（令和 4 年） 

2023 
（令和 5 年） 

 
6 
 

6 7 8 9 9 

学校給食での地元産野菜の利用拡大の指標として生産者との納入協定締結数を数値目標とした 

 

 [具体的な取組み] 

  項目・内容 実施年次 

① 多様な６次産業化の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 農業者の６次産業化の取組を支援するための相談窓口を設置 

 
○ ○ ○ 

 ・ 農産物加工や農業体験など多様な６次産業化を推進するため、農商工観

連携コーディネーターを配置し、６次産業化に対する支援体制を強化 
○ ○ ○ 

 ・ ６次産業化の取組拡大へのきっかけづくりとして、メールマガジン配信

等により、補助事業等について情報提供 
○ ○ ○ 

 ・ 山形６次産業化サポートセンターなどの関係機関と連携し、事業計画か

ら販売まで、実践者の取組み内容に応じた支援 
○ ○ ○ 

② 新たな農産物加工にチャレンジしやすい環境づくり ３ ４ ５ 

 ・ 農業者が農産物の加工等に新たに取組みやすいよう、加工品開発や加工

用機材の導入等に対して支援 
○ ○ ○ 

 ・ 農業者が農産物加工に取組みやすい体制整備のため、食品加工施設や加

工用機材の整備を検討 
○ ○ ○ 

 ・ 地場産農産物(すいおう等)の加工とブランド化推進 

 
○ ○ ○ 

③ 観光農園や農業体験などの展開を推進 ３ ４ ５ 

 ・ 観光農園や農業体験、農家民宿などの取組に必要となる施設整備及び体

験型メニュー等の開発を図るため、国県市の各種補助制度の活用により

支援 

○ ○ ○ 

 ・ 観光客等の受入体制の強化を図るため、観光業界との連携による鶴岡な

らではの体験プログラムの開発、モデルコースの設定、商品化を検討・

実施 

○ － － 

 ・ 観光果樹園や農家民宿等の経営力の強化を図るため、実践者に対する講

習会等の開催 
○ ○ ○ 

  

３ 分野別の振興施策 
（３）農産物の付加価値向上と販路拡大 

イ ６次産業化、農商工観連携の推進と地産地消 
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  項目・内容 実施年次 

④ 直売施設の活動の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 産直施設での農産物取扱数量を増やすため、少量多品目の農産物生産に

必要となる施設整備の支援 
○ ○ ○ 

 ・ 鶴岡の農業を広くＰＲするため、産直施設や旬の農産物等についてＨＰ

等による情報発信を強化 
○ ○ ○ 

 ・ 産直施設の農産物の集荷、仕分作業の充実と産直組織活動の支援強化 

 
○ ○ ○ 

⑤ 農商工観連携による地産地消の推進 ３ ４ ５ 

 ・ 農産物の消費拡大を図るため、食品加工業者等と連携し、原材料を地域

農産物に置き換えていくなどの取組を支援 
○ ○ ○ 

 ・ 地域農産物をＰＲするため、地元飲食店や観光業者等と連携した消費拡

大の取組を実施 
○ ○ ○ 

⑥ 学校給食の地元産野菜の利用拡大 ３ ４ ５ 

 ・ 地場産野菜を学校給食に安定供給するため、生産者や生産者団体と受発

注に関する協定の締結 
○ ○ ○ 

 ・ つや姫などのブランド米を学校給食に使用するために、価格差を負担 

 
○ ○ ○ 

 ・ 地元産野菜の利用拡大を推進するため、給食センターとのメニューの検

討や生産、流通の関係者と供給体制の強化等の協議を実施 
○ ○ ○ 

 ・ 学校給食に農産物を提供する農業団体の活動を強化するための支援 

 
○ ○ ○ 

 

３ 分野別の振興施策 
（３）農産物の付加価値向上と販路拡大 
イ ６次産業化、農商工観連携の推進と地産地消 


